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近年,社会生活, 日常生活の多様化に伴い,顎

顔面外傷は増加の傾向を示し, その様相も複雑化

してきている｡ 我々は,昭和48年1月から同53年

12月までの6年間に, 本学歯学部付属病院口腔外

科を受診した顎顔面領域の外傷患者について, 臨

床統計的に観察を行なったので,以前, 横林1)ら

が報告した 昭和42年から同47年のものと比較しな

がら, その概要を報告する｡ 尚昭和48年のもの

は,本学口腔外科を受診した外傷患者についての

観察で,昭和49年以後は,本学第 Ⅰ口腔外科を受

診した外傷患者についてのものである｡

臨床統計的観察

1. 症例別観察 (表 1)

外傷患者総数391名は,6年間の第 Ⅰ口腔外科

外来新患々者のべ総数10,020人の約3.9%を占め

ている｡

また外傷を表 1の様に分類すると,顎骨々折が

59.1%にあたる231症例あり,圧倒的に多いこと

がわかる｡次に,歯牙 と軟組織損傷86例(22.0%),

歯牙単独損傷40例 (10.2%)の順である｡

表 1 外 傷 の 分 類

一議 - 竺＼聞 49可50年l51年E52年[53可

2. 骨折部位別観察 (表2)

表2は顎骨々折症例の骨折部位 を示 した もの

で,上顎骨々折35例 (15･2%),下顎骨々折168例

(72.7%),上下顎骨々折-L24例 (10.5%)であっ

た｡上下顎の比率は約 1:4.8で圧倒的に下顎が多

いことを示 している｡ 頬骨々折,鼻骨々折の単独

例は,各々2例 (0.8%)認められた｡

顎骨々折 を骨体骨折と歯槽 骨々折に 区分す る

と,その比率は約4:1で骨体骨折が多い｡更に上

顎では,歯槽骨々折のみが20例 (57.1%)と多 く,

逆に下顎では,歯槽骨々折のみ22例 (13.1%)に

対 して骨体骨折は146例 (86.9%)と,骨体骨折
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表 2 骨折の部位別

新潟歯学会誌 10巻 1号 1980年

表 3 受傷時刻別 (交通事故)

部 位 】症 例 数 1 %

計 231 ! 100.0

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

月

図 1 月 別 観 察

がその大部分を占めていた｡

3. 年度別観察 (表1)

表1に示すように,外傷患者数は,年々徐々に

ではあるが,増加の傾向にある｡昭和49年には減

少しているが,これは,この年の6月に第ⅠⅠ口腔

外科が開設され,そちらに受診した患者は含まれ

ていない為である｡昭和52年にも減少している

,

0
4

が

た

この年は口腔外科外来受診者総数も減少し

月別観察 (図1)

図1に示すように,5,7,10月に多く,12,1,

2月は少ない傾向にある｡ 又季節別では,冬期に

少ないのが特徴的である｡ これを県警調べの交通

時 刻 生 計 l %

計

0～9 10Jq9 20.･29 3か89 40-49 50～59 60-

年 令

図 2 年齢別,性別

事故件数,負傷者数と比較すると, 同じように冬

期に少なく,ほぼ一致している｡

5. 受傷時刻別観察 (表3)

受傷時刻は,表3のように,午後が午前より圧

倒的に多く,特に午後6時から9時の間に集中し

ている｡

6. 年齢別観察 (図2)

年齢別 にみ ると,図2のように,9歳以下が

102例 (26･2%)と最も多く,次いで20歳代91例

(23.2%),10歳代78例 (19.9%)の順である｡

7. 性別観察 (図2)

性別を観察 す ると,図2の様に, 男性294例

(75.2%),女性97例 (24.8%)で,圧倒的に男

性に多く∴受傷率は女性の約3倍を示している｡

しかし9歳以下及び50歳代以上は男女間に,顕著

な差はみられない｡
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図 3 原 因 別

表 4 交通事故分析

衝 突

響 l単車闇

計

8. 原因別観察 (図3)(表4)

受傷原因別では,図3のように,交通事故が最

も多く,149例 (38.1%)を占め,次に,打撲 ･

衝突64例 (16.3%),転倒63例 (16.1%)の順で

ある｡

これを年齢と対比してみると, 9歳以下では,

転倒,転落によるものが多く,lo寂代,20歳代で

は交通事故によるものが高率を占め,特に10歳代

では, オ- トバイに よるものが大半を 占めてい

る｡又30歳代以上では作業事故によるものが多い

のが特徴である｡

交通事故をさらに詳しく分類すると,表4のよ

うに,自動車によるものが62例 (42%)と最も多

35

骨 脱 そ
那

描
傷 析

の

E:] 他

(杵 規)

図 4 他 部 損 傷

く,そのうち衝突によるものが大半を占める｡ オ

ー トバイによる事故も40例 (26.7%)と高率で,

対自動車との衝突が大半を占めるが, 自動車に比

し,転倒,転落によるものも多くみられる｡

9. 他部損傷 (図4)

他 部損傷については, 図4のように,155例

(39･7%)に認め, そのうち軟部損傷が117例

(29.9%)と大半を占める｡以下骨折29例 (7.4%),

脱臼5例 (1.3%)である｡ 損傷部位は四肢が最

も多く,頭部,胸部の順になっている｡

10. 意識喪失 (表5)

意識喪失は, 表5のように,109例 (27.9%)

に認め,特に顎骨々折では37.8%みられた｡喪失

時間は短いものは瞬間的だが,長いものでは数日

以上に及ぶものもある｡

ll. 来院までの日数 (図5)

受傷後来院までの日数については, 図5のよう

に, 即日来院したもの73例 (18.7%),1から7

日まで198例 (50.6%), 8から14日まで37例
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表 5 意識喪失の有無

新潟歯学会誌 10巻 1号 1980年

明

計

若 真､ 真 真 盈

図 5 来院までの日数

(9.5%)で, 2週間以内の来院が全体の78.8%

を占めている｡

12. 紹介者別 (表6)

表 6 紹 介 者 別

紹 介 者 i例 数 1 %

明

計 E 391 E 100.･0

紹介者別にみると,表6のように,病院,新潟

大学医学部等の他科からの紹介が234例 (59.8%)

と最も多いことがわかる｡直接当科を受診したも

のは60例 (15.3%)である｡

13. 治 療 法

顎骨々折231例のうち,163例 (70.1%)は非観

血的に整復,固定を行なった｡そのうちの歯槽骨

々折47例に対し,約50%の24例は抜歯および歯槽

骨整形を施行し,約43%の20例は整復,固定を行

なった｡

また,歯槽骨々折および歯牙単独損傷時の損傷

歯牙の総数330歯中199歯 (60%)は特に処置は施

さず経過観察し,100歯 (31%)は抜歯,31歯

(9%)に根管治療が施行され,そのうち19歯は

脱落や脱臼等の為再植が行なわれた｡

総括および考察

近年,社会環境が複雑多岐になり,交通事故,

殴打 および作業事故等 による顎顔面外傷に よっ

て,顔面変形,吹合異常 および開口障害等を招

き, 口腔外科を受診する機会が増加する傾向を示

している｡顎骨々折に関する統計的観察は多数報

告されているが2)～9)ll)歯槽骨々折,歯牙単独損傷

等を含めた報告1)10)は少ないように思われる｡ そ

こで,我々は,最近報告された顎骨々折の統計お

よび前回の横林1)らの報告と比較しながら,年次

的推移および新潟地域の特徴についても併せて検

討を加えた｡

症例別観察では,顎骨々折が59･1%と圧倒的に

多いが,前回の74.1%1)と比較すると骨折の占め

る割合が減少し,歯牙と軟組織損傷が増加してい
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る｡安河内らの報告10)では,顎骨々折は6?%であ

った｡

顎骨々折を部位別にみると,上下顎の比率は約

1:4.8で,他の報告も圧倒的に下顎に多いと述べ

ている1)一3)5)6/)8)で11)｡ この原因としては,解剖学

的位置と形態とから,下顎は外傷を受ける機会が

多く,骨折を起こしやすい為と思われる｡ 叉上顎

骨々折では,頭部およびその近接領域の外傷を合

併していることが多く,その治療が優先され,当

科を受診する機会が少なくなる事も原因の一つと

考 えられる｡更に上顎では,歯槽骨々折 のみが

57.1%と多く,下顎では,骨体骨折が86.9%と

大半を占める｡これは,上顎歯列が下顎のそれよ

り突出しており, (特に前歯部において) その部

分に特に受傷の際の 力が集中する為と考えられ

る｡

年度別にみると, 国内の他の報告と同様に年々

徐々にではあるが,増加の傾向にある｡増加の原

因としては,生活の多様化,交通のスピ-ド化,

労働災害やスポーツ外傷の増加等による絶対数の

増加と,顎骨々折治療の特殊性から当科の存在が

県下各地に普及した事により,直接当科を受診す

る割合が増加した為と考えられる｡

月別にみると,5,7,10月に多く,12,1,2月

は少ない傾向にある｡安河内10),久野8)らは5月

に多く,2,4月に少ない｡ また村瀬ら7)は春期

に,藤岡11)らは冬期に多いと報告しており,各統

計報告によりまちまちである｡ これは,各報告者

の所属する医療機関の地域の社会活動性が,季節

や月別で大きな差がある為と考えられる｡我々の

地域では,雪や寒冷による社会活動性の低下が冬

期に受傷者が少ない主な原因と考えられる｡以前

の横林ら1)や気候が類似している東北大学での川

村ら5)の報告も冬期に少ないと述べている｡県警

調べの交通事故件数,負傷者数も冬期少なく,外

傷患者の月別分類とほぼ一致している｡

受傷時刻は,午後が午前より圧倒的に多く,特

に午後6時から9時の間に集中している｡ この理

由は,夕方の交通ラッシュ,夜間における飲酒運

転,症労,スピードの出し過ぎ等が,事故発生を

助長していると思われる｡叉午前中でも,通勤時

37

刻にあたる6時から9時の受傷者が一番多くなっ

ている｡

年齢別では, 9歳以下が26.2%を占め最も多
く,次いで20歳代,10歳代の順である｡他の多く

の報告1卜 9)では20歳代の受傷者が最も多く,次い

で10歳代ないしは30歳代の順となっている｡ この

原因は,10歳代から30歳代の年齢層があらゆる活

動性に富み,受傷の機会が 多くなる為と思われ

る｡ また9歳以下の受傷者は国内の多くの報告で

は1)～4)7)10)10%台であり,外国の報告も,Rowe

5%12),Halazonetis4%13),Gischler4%であ

るのと比較して,かなり高率を示している｡小児

の受傷原因は,とび出しによる交通事故,転倒,転

落がほとんどで,親の監督や ドライバーの注意,

又道路の整備等の社会環境の改善が望まれる｡

性別を観察すると,男性に圧倒的に多く,女性

の約3倍である｡ しかし他の報告1ト 5)7)～10)では,

男女比は約5:1で,女性の割合が増加している事

を示している｡

原因別では,交通事故が最も多く,38.1%を占

めている｡各報告1卜 11)とも交通事故によるものが

最も多く, 小浜45.1%6), 川村50.1%5),鈴木

43.5%3)となっている｡前回の報告では,55.2%

で,交通事故による割合がやや減少したことがわ

かる｡参考までに,県警調べの交通事故件数も昭

和47年の14,154をピークに減少し,昭和53年では

8,077となっている｡又前回に比し1),作業事故が

減少し,打撲 (殴打,衝突)の頻度が高くなって

きている｡

他部損傷については,39.7%に認め,軟部損傷

が最も多く,骨折,脱臼の順である｡損傷部位は,

四肢,頭部,胸部の順に多くみられる｡その他,

聴力低下,歩行困難,頚椎捻挫等の合併損傷を有

している例もあり,一般に重症骨折ほど副損傷の

程度も高度となる傾向がみられる｡

意識喪失は27.9% に認め,特に顎骨々折では

37.8%に認められた｡喪失時間は短いものは瞬間

的だが,長いものでは数日に及ぶものもある｡一

般に重症例ほど意識喪失の頻度は高く,喪失時間

も長い傾向にある｡

受傷後来院までの 日数については,即 日来 院
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18･7%,1-7日まで50.6%,8-14日まで9.5%

と, 2週間以内の新鮮例が78.8%を占めている｡

他の報告では,鈴木3)81.7%,川村5)67.1%,井

上4)89.3%となっている｡良好な予後を得るには,

顎口腔機能の回復の為口腔外科医による早期治療

が必要である｡ しかし, 2週間以上経過した陳旧

例が20･7%あり,これらは身体他部の合併損傷を

優先処置し, その後に来院したもの,あるいは他

の医療機関で顎骨々折の処置を受けたにもかかわ

らず, 吹合機能の回復不全,阻噛障害をきたして

来院したものがほとんどで,他科との早期連絡に

よる適切な処置が必要と考えている｡

紹介者別にみると,病院,新潟大学医学部等の

他科からの紹介が59.8% と最も多いことが わか

る｡ これは,救急処置を必要とする損傷や,合併

損傷を受けている場合が多く, それらの処置の終

了後,顎運動や唆合の回復を目的に, 当科を紹介

される為であろうと思われる｡

最後に, 治療についてみると, 顎骨々折の約

70%は非観血的に整復,固定を行なった｡そのう

ちの歯槽骨々折に対 し,歯牙保存不可能な約50%

の症例において抜歯および歯槽骨整形を施行し,

骨折片や歯牙の保存可能な43%に整復,固定を行

なった｡受傷した歯牙の処置については,歯槽骨

々折および歯牙単独損傷時における損傷歯牙のう

ち,31%は抜歯,9%に根管治療を施行し,根治

後の歯牙の61%は脱落や脱臼等の為再植が行なわ

れた｡ 固定装置は,以前は連続歯牙結教法が多か

ったが,最近は操作が簡単で,歯周組織-の為害

作用が少ない線副子や Directbondingsystem

が多く使用されている｡

尚顎骨々折についての詳細な報告は別の機会に

行ないたい｡

向にあった｡

2) 部位別では,下顎に圧倒的に多く,上顎の

約5倍であった｡更に上顎では,歯槽骨々折

が多く,下顎では,骨体骨折が大半を占めて

いた｡

3) 年度別では,徐々に増加傾向にあった｡

4) 月別では,5,7,10月に多く,季節別では

冬期に少ないのが特徴で, 県警調べの交通事

故発生件数と同様の傾向を示した｡

5) 受傷時刻では,午後が圧倒的に多く, 特に

午後6時から9時の間に集中した｡

6) 年齢別では,9歳以下が最も多く,20歳代,

10歳代の順であった｡

7) 性別では,男性が女性の3倍を占めた｡

8) 原因別では,交通事故が38.1%と最も多か

ったが,打撲 (衝突,殴打)も増加の傾向に

あった｡

9) 他部損傷は,39.7%に認められた｡

10) 意識喪失は,27.9%に認め,顎骨々折で

は37.8%にみられた｡

ll) 受傷後来院 までの 日数は, 大多数が2週

間以内であった｡

12) 紹介者は, 約60%が他科病院であり,最

近は歯科開業医及び直接の来院も増加の傾

向にあった｡

13) 治療法については,顎骨々折の約70%は

非観血的に整復,固定され,損傷歯牙の31%

は抜歯,9%は根管治療が施行された｡

本論文の要旨は,､昭和54年度新潟歯学会第2回例

会において発表した｡

結 論

昭和48年1月から昭和53年12月までの6年間に,

新潟大学歯学部付属病院口腔外科を受診した外傷

患者 391例について,臨床的に種々の面から検討

した結果,次の様な結論を得た｡

1) 症例別では,顎骨々折が59.1%を占め,最

も多かったが,歯牙と軟組織損傷も増加の傾
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